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地震による人的被害の規模について
水谷武司*
要約
地震および津波による災害についての外力の強度と人的被害との関係，ならびに人的被
害の規模を変化させる要因についての検討を，過去の災害の被害統計値に基づ.いて行った。
ある意志や判断に従って行動する人に関しての被害の場合，人間的，社会的要因が大きな
影響を与えるので，同じ外力が作用しでも条件しだいでは，人的被害の規模にかなりの差
が生ずる可能性がある。損壊家屋数は加害力の強度を間接的に表す一指標となる。損壊家
屋数と死傷者数との聞に高い相闘があることは，災害全般について認められる。地震災害
の場合，全壊および焼失に 1，半壊に0.2のおもみを与えて加算した値によって損壊家屋
数を表す場合に，人的被害との聞に最も高い相闘が得られた。都市の地震災害に関しての
損壊家屋数と死傷者数との関係式を導いた。その回帰係数は1よりもやや大きいが，これ
はー単位の市街域に作用した加害力の強度が大きくなるにつれて，死傷者はやや加速的に
増加していくということを意味する。都市における地震による死者率は"震度6で1%程
度，震度5で0.01%程度である。ただし大規模な延焼火災が生ずると，死者率は2-3%
に達する可能性がある。 1896年および1933年の三陸津波による被害を比較して，被害ポテ
ンシャルと波高の増減および避難が，死者の増減に寄与した部分を量的に示した。また，
津波波高比と被害高比との関係式を導いた。
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はじめに
人的被害を最小限にとどめることは，防災対策
の第一義的な任務である。このためには，過去の
災害事例を調べて，人的被害の具体的な発生様態
およびその拡大，縮少にかかわる要因を知ること
が役立つ。また，ある予想される強度をもっ外力
の作用によって，どのような規模の人的被害がそ
の地域において生ずる可能性があるかを予測して
おくことは，地域の防災対策をたてるうえで重要
である。地震災害では，図-1に示したように，
風水害に比べその発生頻度は小さいが，人的被害
の規模は巨大化する可能性がより大きい。このた
め地震による災害では，被害規模の想定が重要性
をもっ。発生頻度が小さいので，昔の災害をも事
例分析の対象として採り上げざるを得ないという
ことになるが，このような場合，将来の予測に結
びつけるためには，時代的変化の大きい社会的要
因が被害の規模に与える影響を，定量的に評価す
ることが大きな問題となる。
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本稿では，地震および津波による災害について，
過去の災害事例の被害データに基づいてややマク
ロな見地から，外力の強度と人的被害規模との関
係，ならびに人的被害の規模を変化させる要因に
ついての検討を行う。土地に固定されている建物，
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図-1 自然災害の人的被害規模と頻度との関係
施設などの被害とは異なり，ある意志や判断に従
って行動する人に関しての被害の場合，人間的，
社会的要因が大きな影響を与えるので，同じ外力
が作用しでも条件しだいでは人的被害の規模にか
なりの差が生ずる。とくに津波の場合，危険域は
限定されておりその襲来までに時間的な余裕はあ
るので，住民の危険意識，情報の伝達，避難行動
などが，人的被害の規模に与える影響は大きい。
2 地震
2-1 家屋被害と人的被害との関係
地震はある一時刻にある一地点で発生し，その
地震波は距離に応じた減衰をうけながら地殻内を
伝播し，地表近くでは地盤の軟らかさの程度に応
じた増幅をうけて，地表上で展開されている人
間・社会のシステムに入力される。その強度はマ
グニチュード，震度，加速度等の数値で表され，
発震から地表面への入力とそれによる建造物の破
壊までに至る過程は，比較的明快である。洪水や
山崩れ・土石流では，その発生場所が一次的外力
の作用域(降雨域)に比べひじように局地的であ
るのに対し，地震は広く面的に作用する性質の加
害力であるといえる。このようなことから，建物
被害の規模と地震動の強度を規定する要因(マグ
ニチュード，震源距離，地盤の性質，震度など)
との対応関係が見出されやすいので，その関係式
が種々求められている(消防科学総合センター，
1983)。したがって，建物被害と人的被害との対
応関係が求められれば，地震の強度と人的被害規
模とを結びつけて考えることができることになる。
損壊家屋数(あるいは率)と死傷者数(あるい
は率)との聞には明瞭な相関関係が存在すること
が，各種の災害について一般的に認められる(水
谷， 1983)。東京都防災会議(1978)は，過去の
主要地震災害の被害データから建物被害棟数と死
傷者数との関係式を導き，人的被害の想定に使用
している o ここでは災害事例の追加および被害
データの処理方法の検討を行って，家屋被害と人
的被害との関係を求めてみる。
まず最初に，濃尾地震(愛知)，関東地震(神
奈川1)，北丹後地震(京都)，北伊豆地震(静岡)，
東南海地震(静岡，愛知，三重)，三河地震(愛
知)，南海地震(高知)，福井地震(福井)の8地
震について，括弧内に示した府県内の市町村を単
位とした被害集計値を使用して，家屋被害と人的
被害との関係を求めた。これらの災害例は，重い
かわら屋根の木造家屋が倒壊，焼失して人が死傷
するという被害様相を主とする，いわば古いタイ
プの地震災害である。現在では住居構造，生活様
式，産業活動，都市環境等が質的に大きく変化し
ているので，危険要因および被害様相は多様化し
てはいるが，家屋の倒壊，焼失は物的被害の主要
部分をなすことには変りはない。たとえ強い地震
動が生じたとしても，そこに人が住んでいなけれ
ば通常大きな被害は発生しないのであって，ある
地域の人間の生活域に現実に作用した地震の加害
力の大きさは，その土地に固定されている家屋の
被害規模にかなりの程度反映していると考えられ
る。気象庁の震度階では，震度6は家屋の倒壊が
30%以下，震度7は家屋の倒壊が30%以上と，家
屋倒壊率が主要な判定基準とされている。
家屋被害の大きさは一般に，半壊に0.5のおも
みをつけて全壊に加算した値で表されている。し
かし，地震により半壊した家屋内では死者はほと
んど発生していないことからもわかるように，人
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身に対する加害力の規模を表す場合，半壊に与え
るおもみは単純に0.5とすることはできないと思
われる。同様に焼失に与えるおもみについても検
討の余地があろう。損壊家屋数と死傷者数とは両
対数グラフ上で直線関係が認められる，すなわち， 死
回帰式は， 者
logC=a+b log{Hc+αHp+ sHb) 
で表される。ここで， C:死傷者数， Hc:全壊戸
数， Hp:半壊戸数， Hb:焼失戸数，である。な
お，半焼数は全焼数に比べひじように少ないので
無視することにする。上式において，回帰定数a
および回帰係数bに加えて，おもみα，sも未知
所求量とすると，これら未知量に関して非線形と
なる。しかし，常識的に考えられるこれらおもみ
の値の範囲は， αが0-0.5，sが0.5-1.5程度で
あり，またその性質上有効数字1-2桁程度の値
が得られれば十分であると思われるので， a， s 
に0.1のきざみで値を順次与えて回帰計算を多数
回行って，相関係数が最も高い場合のおもみを求
めることにする。
まず最初に半壊のおもみを求めるために，火災
が発生しなかった市町村のデータを使用して回帰
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図-2 損壊家屋数と死者数との関係
福井地震 (1948) 福井県下市町村別被害
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図ー 3 損壊家屋数と死者数との関係
濃尾地震(1891) 愛知県下市町村別被害
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分析を行う。図-2は福井地震による損壊家屋数
と死者数との関係を，市町村単位の被害集計値を
使用して示したものであるが，この例によく示さ
れているように，被害規模の小さい市町村のデー
タは，偶然性が強く現われやすいためであろうか，
大きなばらつきを示す。そこで，対象とする 8地
震について，暫定的に半壊に0.5のおもみを与え
て，損壊家屋数と死者数との関係を両対数グラフ
上に表してみると，損壊家屋数，この場合(全壊
+0.5半壊)数，がほぼ50以下となるとぱらつき
が大きくなるという傾向がみられた。そこで，全
壊+0.5半壊<50の家屋被害規模の市町村は除く
こととした。さらに，十分な数のデータが得られ
る場合には，死者数が5以下，あるいは10以下の
市町村を除いて回帰計算を行うこととした。なお，
津波被害のウエイトが大きい市町村は除いた。
このようにして，上記8地震について相関係数
が最大となる場合の半壊のおもみαを求めた結果，
a=Oが4地震， α=0.1が2地震，a =0.2が1
地震， α=0.3が1地震であった。ただし， αの
違いによる相関係数の差は小さい。つぎに相闘が
比較的低かった 2地震(関東地震および東南海地
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震，ただし高度に有意な相関は得られている)を 得られた。すなわちこれらの回帰直線はほぼ重な
除く 6地震全体についての回帰分析を行ったとこ
ろ， α=0.2の場合に相聞が最も高いという結果
が得られた。以上のことから，半壊に与えるおも
みはかなり小さく，実際上は半壊をほとんど無視
しでもよいと思われる。しかし，地震では家屋の
半壊が多数生ずるが，これが全く反映されないの
は不都合であると思われるので 6地震総合の場
合の値を使用して，半壊にO.2のおもみを与えて
損壊家屋数を表すこととする。同じ作業を負傷者
についても行い 6地震総合ではα=0.1が得ら
れた。しかし，死者と負傷者とでは与えるおもみ
が異なるべき理由はないし，また αの違いによる
相関係数の違いはひじように小さいので，負傷者
の場合にも半壊に0.2のおもみを与えることにす
る。全壊+0.2半壊によって表す損壊家屋数と死
者数との関係を示す一例が図-3である。
上述の回帰分析によって得られた回帰係数b，
すなわち回帰直線の勾配は，ほぼ1.1-1.7の範囲
内にある。図-3に示した濃尾地震の場合， b= 
1. 27である。損壊家屋数と死者数との関係を表す
回帰直線の勾配が1よりもやや大きい値をとると
いうことは，風水害の場合についても認められる。
これはある一団塊の市街域(居住域)に加えられ
た加害力が増大すると，人的被害は単純比例関係
ではなくてやや加速的に増大して，災害がより激
甚化するということを示していると解釈できるで
あろう。
回帰直線が図中でより左方に位置するほど，損
壊家屋数に比較しての死者の数，すなわち人命被
害度は大きい。各地震についてのこの人命被害度
の比較を，回帰定数の値によって行ってみる。回
帰係数bは地震ごとに異なるが，それはほぼ1.1
-1.7の範囲にあるので，この中央値1.4に固定し
て回帰係数の違いによる影響を除き，
logD=A + 1.41og(Hc+0. 2HpJ 
で表される回帰式の定数項Aのベきをとった値，
すなわち10Aを各地震について求めた。なおDは
死者数である。その結果，濃尾，北伊豆，福井，
南海の 4地震については，ほぼ0.007前後の値が
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図-4 損壊家屋数と死者数との関係
北丹後地震 (1927) 京都府下町村別被害
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図一5 損壊家屋数と負傷者数との関係
北丹後地震 (1927) 京都府下町村別被害
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る。これに対し三河地震では0.022，北丹後地震
では0.018であって，前記4地震に比べ2.5-3倍
の被害度を示す。三河地震および北丹後地震では
逃げるひまもなく一瞬にして家が倒壊したといわ
れており，断層運動が著しく急激で地震動強さが
大きいという性質の直下型地震であったことが，
被害度を大きくした一つの要因となったと推定さ
れる。地震発生の時刻，地域，季節なども人命被
害度に影響を与えていると思われるが，ここで対
象とした事例からはその影響を量的に推定するこ
とはできなかった。なお，三河地震は敗戦直前の
戦時下において発生したこともあって，被害統計
の精度は劣ると考えられ，実際には被害度はさら
に高かった可能性がある(望月ほか， 1982)。
つぎに焼失家屋に与えるおもみについて同様な
方法で検討する。広い地域にわたって火災が発生
した地震は，関東地震，北丹後地震および福井地
震である。これらの地震の各々について火災発生
市町村を対象として，焼失家屋に種々のおもみを
与えて圃帰計算を行った結果，いずれの場合も
0.5-1.5程度のおもみの範囲内では，相関係数に
ほとんど差が認められなかった。火災が生じた場
合の被害統計では，倒壊後焼失した家屋は一般に
焼失にのみ計上され，倒壊には計上されていない
という問題がある。関東地震による東京府下の被
害の集計では，倒壊後焼失の家屋数も示されてい
るので，集計が市郡単位ではあるが，この二重計
上値を使用して同様の回帰計算を行った結果，お
もみが1前後ではやはり相関係数にほとんど差が
みられなかった。一般の火災による死者数と全焼
家屋数との比は， 1965-1974の10年間では1/13
であって，地震による死者数と全壊・焼失家屋数
との比約 1/10と大差はない。このように焼失の
おもみを細かく決める論拠が得られなかったので，
全壊と同じ 1を与えることとする。(全壊+0.2半
壊+焼失)数によって損壊家屋数を表し，これと
死者数あるいは負傷者数との関係を示した代表例
が図-2， 4， 5である。いずれも明瞭な直線相
関が存在する。
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2-2 都市の地震被害
人的被害の規模が巨大化する可能性があるのは
都市においてである。一団塊の人口集中市街域を
もっ都市を単位として被害データを処理すると，
たとえば東京の場合区単位に分割せず全体をまと
めて扱うと，その市街域に加えられた加害力の全
体規模に対応して人的被害の規模が決まるという
関係が求められやすいであろう。そこで前述の8
地震および圧内，北但馬，鳥取，新潟，十勝沖，
宮城県沖の各地震の際に10人以上の死者を出した
都市26(明治および大正期の地震では現在では市
となっている人口 1万人以上の町を含む)を採り
あげた。東京，横浜，横須賀(以上関東地震)，
岐阜(濃尾地震)，鳥取(鳥取地震)，福井(福井
地震)，高知(南海地震)，酒田(庄内地震)など
がその主要なものである。これらの都市の地震災
害について損壊家屋数と死者数との関係を示した
のが図-6である。回帰式は，
log(死者数)= -1. 43+ 1. 121og(全壊
+0.2半壊+焼失)……(1)
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図-6 都市における地震災害 (1891-1978)につ
いての損壊家屋数と死者数との関係
T:東京(関東地震)y:横浜(関東地震)
F:福井(福井地震)T，:鳥取(鳥取地震)
N:新潟(新潟地震)s:仙台(宮城県沖
地震)
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で示される。ただし，新しい都市型災害の様相を
示した新潟(新潟地震)および仙台(宮城県沖地
震)は除いた。これらは回帰直線のかなり下方に
プロットされる。なお，関東地震による東京都の
死者には，被服廠跡における火災施風による死者
4.4万人も含めている。このときの東京市におけ
る焼失家屋は29万戸で，全戸数の65%にも達した。
一市街域においてこのような大規模延焼火災が生
ずると，その全体規模の大きさを反映してどこか
で被服廠跡のような破局的な事態が生ずる可能性
があるともいえよう。このように火災規模がひじ
ように大きくなった場合，その全体規模がまた新
たに被害を増大させる効果をもっということが考
えられる。そこで(1)式に火災規模の項を加えたか
たちの重回帰式を求め，
log{死者数)= -1. 2+ 1.051og{全壊+0.2半壊
+焼失)+1.24X10-6焼失数…・・・(2)
が得られた。なお，焼失家屋がない場合にもこの
式が使用できるようにするために，火災規模の項
は対数で表していない。この火災規模の項はいわ
ば割増し係数とでもいうべき性質をもつが，これ
は火災規模がひじように大きくなった場合にはじ
めて効いてくる。たとえば焼失戸数が1万戸の場
合その大きさは1.03であって 3%増の効果しかな
いが，焼失戸数が25万戸ともなると2.04となり死
者が倍増することとなる。ただしこれは図からも
わかるように，関東地震の際の東京と横浜(焼失
6.3戸)の 2データによってほぼ決められた結果
のものである。
ここで対象としているのはいわば昔の都市にお
ける災害であって，この結果を将来の予測に結び
つけるためには，近代的都市のもつ多様な危険要
因に関係する項が，大きなウエイ卜で付加されね
ばならないであろう。近代的な都市の災害例とし
ては，死者数は少ないものではあったが，新潟
(新潟地震)と仙台(宮城県沖地震)とがある。
図-6においてこれらは回帰直線のかなり下方に
フ。ロットされ，死者の規模は他の事例に比べ 1
/10以下である。現在の都市の家屋は以前に比べ
軽量化されているので，重いかわら屋根の家がつ
ぶれる場合とは異なり，たとえ全壊しでも，すな
わち修復不可能なほどに損傷したとしても，人身
に加えられる直接の加害力はより小さくなってい
ると思われる。新潟地震では全体の死者32人中 9
人が，宮城県沖地震では27人中 4人が，建物倒壊
による死者である。近代都市における地震では，
その加害力の規模を損壊家屋数によって表し得な
い部分のウエイ卜が大きくなる o有毒ガス，大量
に集積された可燃物，高速大量突通機関，多数の
人を集める大型諸施設などがもたらす危険は，そ
れぞれ個別に評価されねばならないであろう。い
まかりに近代的都市の地震でも加害力の規模を損
壊家屋数で表しうるものとした場合，死者数との
相関関{系がどのようなかたちになるであろうかを，
新潟，仙台のデータおよび多数の複合的危険の存
在などに基づいて推定してみると，昔の地震に比
べ回帰定数はより小さく回帰係数はより大きい，
すなわちより下方から急勾配でたち上る回帰直線
で表される関係を示すであろうことが考えられる。
東京都防災会議(1978)は，関東地震クラスの
地震によって東京において生ずる被害の想定を.行
い，木造建物の倒壊および火災による死者を約
3.5万人と予測している。ここで使用された建物
被害棟数と死者数との関係を表す回帰式の回帰係
数は 1よりも小さい0.96である。これは被害規模
のひじように小さい市町村も含めて回帰分析を行
ったことによるところが大きいと思われる。また，
関東地震による東京の被害データは区単位に分割
して処理され，被服廠跡の死者は特殊事例として
除かれていることも影響している。回帰係数が1
よりも小さいということは，建物被害規模，すな
わち加害力の全体規模が増大するにつれて死者数
の増加の程度は漸減していくということを意味し
ている。しかしある一地域に加えられる加害力の
規模が大きくなれば，多種類の危険が複合されて，
人的被害の規模が加速的に増大するということの
方が考えやすい。たとえば救急，医療活動が行き
わたる程度をとってみるとそれは納得しやすいで
あろう。したがって， (1)式のように回帰係数が1
よりもやや大きいということは合理的である。予
想される東京の地震による木造建物被害は，全壊
6.2万棟，半壊14.2万棟，焼失47.3万棟と推定さ
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図-7 都市における地震災害についての損壊家屋
数と負傷者数の関係
T:東京 y:横浜 N:新潟 s:仙台
れている。この数値を使用すると，死者数は(1)式
で9.7万人， (2)式で24.5万人と算定される。
図-7は都市の地震災害についての損壊家屋数
と負傷者数との関係を示したものである。負傷者
の把握の精度は劣ると思われるし，またどの程度
までの負傷を統計に含めるかの基準は一定してい
ないので，データのばらつきは大きい。関東地震
の際の東京，横浜のような破滅的規模の災害とも
なると，かなりの重傷者しか把握されていないと
いうことが想像される。宮城県沖地震の際の仙台
ではひじように多数の負傷者がでた。その半数以
上は，ガラス，落下物，家具等の転倒が原因とな
っている。都市環境，居住様式，住居構造などの
変化によって，負傷者を発生させる要因は近代都
市において多くなっている。災害が局地的に激甚
化すると，十分な医療がうけられないまま放置さ
れざるを得ない重傷者が増大して，その結果死者
が増えるということが考えられる。
人的被害の規模を表現したりあるいは予測した
りするときには，絶対数ではなくて率で表すのが
便利な場合がある。図-8には都市の地震災害に
ついての全壊・焼失率と死者率との関係を示した。
回帰直線は大規模な延焼火災(焼失1000戸以上)
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図 8 都市における地震災害の被害率
T:東京 y:横浜 N:新潟 S:仙台
A:都市における洪水・土砂災害について
の回帰直線 B:都市における強風・高潮
災害についての回帰直線東京想定被害は
上から(2)式， (1)式および東京都防災会議
(1978)による想定値
が生じた都市以外について求めたものである。そ
の勾配は 1よりもわずかに大きい。延焼火災が生
じた場合には，焼失の率だけではなくてその絶対
数も，死者率に影響を与える。震度と全壊率との
聞には相闘が認められているので，各データを震
度別に表示した。局地的地盤条件の良否が関係す
るし，また同じ震度でも地震動の強度にはかなり
の幅があるのでばらつきはかなりあるが，大きく
みて死者率は震度5の場合0.01%前後，震度6の
場合1%前後とすることができる。ただし，関東
地震のときの東京，横浜のように，焼失10万戸の
オーダーの火災が生ずると，死者率は2-3%あ
るいはそれ以上にも達する可能性がある。図中に
は参考までに予想される東京地震(震度6)によ
る想定被害についても示した。死者率は(2)式で
3 %， (1)式で 1%となる。
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の回帰定数のべきをとった値，いいかえれば普通 1∞ 
目盛のグラフ上での原点を通る回帰直線の勾配，
を求めて比較すると，地震災害は洪水・土砂災害
の1/2，強風・高潮災害の 4倍の被害度を示す
という結果が得られた。ただし地震災害の場合，
その被害の絶対規模は巨大化する可能性がある。
風水害についても全壊率と死者率との聞によい
相闘が認められる。図-8中には，都市における
洪水・土砂災害および強風・高潮災害(伊勢湾台
風を除く)について得られた回帰直線も重ねて示
した。地震動や強風は広く面的に作用する性質の
外力であるので，より局地性が強い洪水および土
砂による災害に比べて相対的に大きな家屋被害を
もたらす。各災害の人命被害度を比較するために，
回帰係数を 1に固定した場合の回帰式を求め，そ
3 津波
海溝性大地震が発生する海域に直面し，津波波
高が増幅されやすいリアス海岸地形を呈する三陸
沿岸域は，頻繁に津波による被害をこうむってい
る。近年では1896年三陸津波， 1933年三陸津波お
よび1960年チリ地震津波により大きな被害が生じ
た。両三陸津波については，町村別，集落別に被
害が調べられているので，これを使用して津波に
よる人的被害の規模に関係する要因について検討
する。 1896年三陸津波災害は，岩手，宮城両県の
死者25，150という巨大なものであった。 1933年の
津波は1896年に匹敵するほどの規模であったが，
死者数は比較的少なかった。しかしその総数は
2935にも達した。 1960年の津波はチリ沖で発生し
た津波が一昼夜かかつて地球の裏側の日本列島を
襲ったもので，岩手，宮城両県の死者は101で、あ
った。
3-1 損壊家屋数と死者数との関係
図-9は， 1896年三陸津波災害について，町村
別の流失倒壊家屋数と死者数との関係を示したも
のである。対象としたのは，岩手，宮城両県の三
陸沿岸47町村である。ぱらつきは大きいがしかし
高度に有意な相聞は認められる。地震動災害では
民
1000 
???
0 . 
(D) 
10 
logド-o.0367+1.2110gH 
-s 
10 ∞ m∞ 
流失・倒犠家屋数 (H)
図-9 1896年三陸津波災害についての流失倒壊家
屋数と死者数との関係
岩手，宮城両県下町村別被害 K:釜石
To :唐丹 F:船越 0:織笠 Ku:鍬ケ
崎 T.:岡野畑 ] :十五浜 s:磯鶏
死者数と全壊数との比は1/10程度であるが，こ
の津波災害では死者数が流失倒壊数の 4倍にも達
するという激甚なものであった。津波をひき起こ
した地震は 6月15日夜 7時33分，釜石東方約
200kmの海洋下で発生したもので，マグニチュー
ド7.6であった。津波は25-45分後に三陸沿岸に
来襲した。広田村根岬では最大波高が32.6mにも
達した。陸上ではあまり強い地震動が感じられな
かったこともあって避難は遅れ，大きな人的被害
を生ずる結果となった。 1933年の津波は 3月3
日の午前2時31分に1896年とほぼ同じ位置である
釜石東方240kmで発生したマグネチュード8.3とい
う巨大地震によるもので，陸上でも強い震動を感
じた。津波は20-50分後に来襲し，最大波高は根
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図ー 10 1933年三陸津波災害についての流失倒壊家
屋数と死者数との関係
岩手，宮城両県下町村別被害 T，:田老
To :唐丹 0:重茂 K:釜石
図中の直線は1896年災害に関しての回帰直
線
岬で28.9mであった。真夜中のことではあったが，
強い地震を感じたためすばやい避難が行われたの
で，流失倒壊家屋数は1896年とほぼ同じであった
が，死者数は約 1/9であった。
図-10は1933年三陸津波災害についての流失倒
壊家屋数と死者数との関係を示したものである。
正の相聞は認められるものの，ぱらつきはひじよ
うに大きい。これは，災害経験を生かし，危険意
識を高め，すばやく避難を行うという災害防備の
態勢が，村落ごとに大きく異なっていたことの表
われである。津波の場合，地震動を感じあるいは
海面の異常な変動をみて，いちはやく高所へ避難
することの人命被害軽減効果は，ひじように大き
い。
図-11には， 1896年災害についての家屋流失倒
壊率と死者率との関係を示した。回帰直線の勾配
は1よりもかなり大きいが，先に示した地震被害
率の場合主同じようにして，勾配を 1に固定した
場合の回帰定数によって，人命被害度の比較を行
った。 1896年三陸津波による三陸沿岸町村の被害
度は，都市の地震災害に比べ20倍の大きさを示す。
1959年の伊勢湾台風により著しい高潮被害をこう
むった伊勢湾奥デルタ地帯の市町村の被害度と比
べても 5倍も大きい。
3-2 人的被害変化要因
1896年の災害から1933年の災害へと，被害がど
のように変化したかを，岩手県の 2郡および宮城
県の沿岸部町村について示したのが，図-12，13， 
14である。なお，死者数Oは表示できないので，
仮に死者数1のところへ向けて矢印を描いた。流
失倒壊家屋数がOの町村はない。
人命被害の変化にかかわる主要な要因としては，
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図ー12 津波被害の変化(宮城県下の町村)
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図-14 津波被害の変化(岩手県気仙郡の町村)
T:唐丹 R:綾里 K:気仙 0:大船
渡
有効適切な避難の有無，被害ポテンシャルの増減，
波高の増減などがあげられる。流失倒壊数は同じ
であるが死者数が減少した場合，すなわち矢印が
下方に向かう場合は，死者の減少は避難(緊急時
における各種退避行動を含む)によってもたらさ
れたものと解釈できる。矢印が左下方に向かう場
合は，外力(波高)の減少ないしは被害ポテンシ
ヤルの低下(高地への移転による危険域住宅の減
少など)も，死者の減少に寄与していると考えら
れる。外力や被害ポテンシヤルが増加したり，あ
るいは避難がうまく行われなかった場合には，流
失倒壊家屋数あるいは死者数が増大する方向への
成分が現われる。
いま図-15(普通目盛座標)において，ある町
村の1896年の被害がA，1933年のそれがBで示
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図一15 被害変化ベクトルの分解
されるものとする。もし1933年においても1896年
と同じ人命被害度(これを死者数と流失倒壊数と
の比で表す)で死者が生じたとすると， 1933年の
データはAと原点とを結ぶ線上のCにプロットさ
れることになる。この場合の死者の減少分DCは，
1896年の人命被害度を固定的とした場合の，波高
ないしは被害ポテンシャルの低下に起因する死者
減少分とみなすことができる。一方避難の効果は，
Aから下方へ向かう成分AE(=CB)によって示
される。このようにベクトルABを，縦軸に平行
な成分と原点方向(対数グラフ上ではAを通る
450の勾配の直線上)に向う成分に分解すること
によって，各要因の寄与分を評価することが可能
であると考えられる。ベクトル ABが右方ある
いは上方に向う場合でもこれは妥当する。
この方法により死者増減の要因別分解を，全48
町村それぞれについて行った。 1896年から1933年
への死者数変化の全体は一22，111であるが，この
うち避難が寄与したと推定される部分は一21，276，
外力ないしはポテンシャル低下による部分一5937，
外力ないしはポテンシャル増大による部分+4847
(波高が増大した町村だけについてみると+255)
が得られた。このように死者の減少のほとんどは，
明治の大災害の経験を生かした迅速な避難の寄与
によるものと推定される。なお，このような大規
模な津波に効果的に対処できるような規模の防波
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堤，防潮林等はなかったものとした。
全般的にみて，人命被害度を大きく減少させる
ことができたのは， 1896年に大きな被害をうけた
町村である。逆に， 1896年の被害度が低かったと
ころは， 1933年の災害で死者の数あるいは被害度
を増大させている。磯鶏村，田野畑村，鍬ケ崎村
などがそれである。十五浜村，大原村，気仙村は
1933年の波高がより大きかったため，被害が増大
した。
1960年のチリ地震津波では，岩手，宮城両県の
死者は101であったが，その大部分は大船渡市
(死者53)と志津川町(死者30)におけるもので
ある。これら 2市町の1960年の被害データも図-
12および図一141こ示した。大船渡と志津川では，
1933年の被害はひじように小さかった。とくに志
津川では波高が1896年の 1/3でしかなかったの
で，死者はOであった。このように前回の被害規
模が危険意識の程度に反映して，被害は1933年に
大きく減少し， 1960年に再び増大するという大き
なV字型の変化を示している。チリ地震津波は5
月24日の午前4時30分ごろ来襲した。漁民は朝が
早く 4時ごろから浜へ出ており，異常な引潮をみ
て津波を予想し避難したため，全体の死者は少な
かった。志津川では1933年の津波の規模が小さか
ったので危険意識が低下していたためであろうか，
避難が遅れて多数の死者がでた。
大きな波高の津波が予想されるところでは，集
落の高所移転が最も効果的な津波防災対策である。
1896年の津波後，大沢村，大谷村，船越村などで
は背後の段丘上に集団移転が行われた結果， 1933 
年には少数の低地居住者が被災しただけであった。
田老村は当初移転を考えたものの結局現地再建し
たので， 1933年には最大の被害をこうむった。
1933年災害後は大規模に高所移転が行われ，合計
3000戸が移転を行った。最近では巨大な防波堤に
よって囲まれている湾奥の低地集落は多い。しか
しこれは日常の漁業活動等の障害ともなっている。
3-3 津渡波高と被害との関係
波高は津波の外力規模を表す最も主要な物理量
である。しかし，各集落の位置，標高や標高別家
26 総合都市研究第20号
.鈎ν凋96
。ロ側/愉
.111 1蝿/旬33
10 
???????
0.1 
10gC同!H.l=O抑似21013 Cwifw.l 
0.01 
~ w 
津波波高比
図ー 16 津波波高比と流失倒壊数比との関係
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屋分布には違いがあるので，波高の絶対値と被害
との対応関係は見出し難い。そこで， 1896年と
1933年の両津波の波高の比を求め，これと被害と
の関係を調べた。図一16は津波波高比と流失倒壊
数比との関係を示したものである。津波波高(集
落付近における平均最高水位)は集落ごとに調べ
られている。しかし1896年の被害高は町村単位で
しか調べられていないので，これと対応させるた
めに，各町村の平均波高を求めた。その算出にあ
たっては，各集落の家屋流失倒壊区域面積によっ
ておもみをつけた。波高が調査されていない集落
がかなりあること，湾口と湾奥など，集落の湾内
における位置の違いによって，波高に大きな差が
あることなどのため，町村単位での平均値の算出
には無理が生ずる場合がかなりある。したがって
ばらつきはかなり大きいが，しかし高度に有意な
相関は認められる。回帰式は
log(H zlH 1) =0.357 + 1.2121og(W:!/wl) 
で表される。ただし，波のエネルギーは波高の2
乗に比例するので，上式のような表現をとった。
なおここで， Hl， W 1はそれぞれ1896年におけ
る流失倒壊家屋数および波高， H2' W 2は1933
年における流失倒壊家屋数および波高，である。
波高比がlよりも小さいにもかかわらず，流失倒
壊数比が1よりも大きい町村がかなりあるが，こ
れは被害ポテンシャル(住家数)が増大したこと
によるものと思われる。 1933年の波高の方がより
大きかったのは，大原，気仙，十五浜の 3町村で
あるが，これらの流失倒壊数比は 1を大きく越え
ている。
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図一17 流失倒壊数比と死者数比との関係
] :十五浜 Ta :田野畑 0:大船渡 S
:志津川
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1960年のチリ地震津波によづて大きな被害をう 宇佐美龍夫
けた大船渡市および志津川町についても， 1896年 1975 r資料日本被害地震総覧」 東大出版会。
および1933年との波高比および流失倒壊数比をそ 高知県
れぞれ求め，図-16中に示した。志津川はほぼ回
帰直線上にプロッ卜される。大船渡は市への発展
により住家数が大きく増加したためであろうか，
流失倒壊数比が相対的に大きくて，回帰直線のか
なり上方にプロットされる。
町村単位での流失倒壊数比と死者数比との関係
は，図-17に示した。 1896年と1933年とで、は，流
失倒壊数に大きな差はなかったものの，死者数で
は約1/9への減少を示した。この死者の減少の
程度は，主として避難の適不適のために，町村ご
とに大きな差を示した。したがって，図一17に表
した関係は大きなばらつきを示す。このばらつき
は，とりうる被害の幅や上限を推定する手がかり
となるであろう。
末筆ながら，本稿を1984年 3月で東京都立大学
及び都市研究センターを定年退官される中野尊正
教授に献呈いたします。
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ON THE SCALE OF HUMAN CASUAL TIES DUE TO EARTHQUAKE 
AND TSUNAMI 
Takeshi Mizutaniホ
*National Research Center for Disaster Prevention 
Comprehensive Urban Studies， No.20， 1983， pp.15-28 
Factors related to human casualties due to earthquake and tsunami are presently being analyzed 
using past hazard data. Human casualties are greatly affected by various factors which influence peo-
ple's behavior， mentality and general state of preparedness against such hazards. The number of earth-
quake-damaged houses is available as an index for representation of the intensity of the earthquake's 
damaging impact. Regression equations have been derived which relate the number of destroyed and 
burnt houses to casualties caused by earthquake hazards in urban areas. The regression coefficients 
are a litle more than 1， which means that casualties in an urban district increase at a slightly higher 
rate than the increase of damaging impact. In the case when a city is struck by an earthquake with the 
intensity of 6th degree on the seismic scale， its resulting death-rate would be about 1%. In the case of 
5th degree， this statistic would drop to about 0.01 %. The damaging impact of tsunami or tidal waves to 
the number of casualties， and the factors which affect those casualties， has been investigated according 
to data on the damage caused by tsunamis when they struck the Sanriku Coastal Regions in the year of 
1894， 1933 and 1960. Previous warning of approaching tsunami and emergency evacuation procedures 
togethers are the most effective means for reducing tsunami-related casualties. 
